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要旨 

本研究では、特定自治体における高齢期から終末期における公的医療保険制度、公

的介護保険制度の評価を行った。 

高齢期から終末期にかけて高齢者の医療・介護に対する欲求は 2 段階に分けて考え

ることができる。第 1 段階は「経済的状況にかかわらず生命の維持ができること」、第

2 段階は「自立して自分らしい生活送ること」である。第 1 段階の欲求が満たされるこ

とにより、第 2 段階の欲求を求めるというものであり、歴史的にもこの順番で制度が

整備されてきた。第 1 段階に対応する制度は公的医療保険制度及び公的介護保険制度

であり、第 2 段階に対応する制度は公的介護保険制度に後から新設された介護予防事

業である。本研究では対応する制度が、こうした高齢者の欲求を満たしているかどう

かについての実証的検証を行う。特に、公的医療保険制度及び公的介護保険制度によ

る経済的な差に因らず高齢者が必要な医療・介護サービスにアクセスできているか

（第 3 章）、介護予防事業が高齢者の健康を改善しているか（第 4 章）、死亡前 12 か月

間の転院・退院により医療費が増加するのか、また最終入院時期の決定要因は何か

（第 5 章）ついて明らかにする。序論では、本研究の概要、特定地域の分析を行う重

要性及び分析結果の代表性、各章の構成を示す。 

第 2 章では、日本の公的医療保険制度および公的介護保険制度の背景、仕組み、種

類について解説を行う。公的医療保険制度については、1961 年に施行された国民皆保

険制度を中心に、少子高齢化にともなう医療費の増大と現役世代人口の減少を起因と

する公的医療保険制度のこれまでの課題と現行制度について概説する。公的介護保険

制度については、介護保険制度の施行理由から介護予防重視型のシステムへの移行の

流れを追う。 

第 3章では、2014～2015年度における X市在住の 66歳以上の高齢者を対象に、所得

と医療・介護費との関係を明らかにし、公的医療・介護保険制度が所得による医療・
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介護費の格差を緩和する可能性について検証を行う。分析対象となる標本数は 8,727で

ある。総費用（医療・介護費の合計）、医療費、介護費を被説明変数とし、説明変数に

は等価総所得（世帯所得と世帯年金受給額の合計を世帯人数の平方根で除した値）と

過去の経済的属性（退職前の就労形態、役職、所得水準、勤続年数、教育年数など）

の指標として老齢基礎年金の満額を上回る個人の厚生年金受給額の対数値を用いる。

分析の結果、以下の 3点が明らかとなった。第 1に、自己負担割合に依存せず費用（総

費用、医療・介護費）と等価総所得に正の相関はみられなかった。第 2 に、高齢者全

体でみると費用と等価総所得に負の相関が観察された。第 3 に、厚生年金受給者のう

ち医療費の自己負担割合が 2 割の高齢者では、費用と厚生年金の対数値との正の相関

が観察された。 

 第 4 章では、網走市の介護予防事業（通称「ふれあいの家」事業）に参加すること

が高齢者の身体的・精神的な健康を改善するという仮説の検証を行った。当該自治体

において 2013 年と 2014 年の 2 月 1 日に実施された「高齢者の生活と健康に関する調

査」の個票を用いる。分析方法は、参加群（N=157）・非参加群間（N=252）での選択

バイアスを調整するため、傾向スコア法を用いた。共変量は、2013 年の性別・年齢・

同居家族の有無・配偶者の有無・就労の有無・1か月の生活費・最短の「ふれあいの家」

までの距離・主観的健康感・老研式活動能力指標・Kessler6（K6）・通院の有無とした。

アウトカムは、2014 年における主観的健康感・老研式活動能力指標・K6・通院の有無

である。傾向スコア法による推定の結果、介護予防事業は、参加群の方が非参加群と

比べ、2014 年における K6 が 1.713 ポイント改善していることから、網走市における当

該事業が、参加者の精神面での健康には寄与していることが明らかになった。 

 第 5章では、X市の国民健康保険、後期高齢者医療保険のマスター・レセプトファ

イルと所得データを突合させ、2010 年度から 2012 年度の 3 年度の 65 歳以上死亡者を

対象に、死亡前 12 か月間の転院・退院が医療費に与える影響と、最終入院時期の決定
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要因を明らかにすることを目的とする。医療費に関する分析では、被説明変数を 1 日

当たりの診療報酬点数の対数値とし、説明変数を性別、年齢、個人の総所得の対数値、

入院日数、傷病大分類ダミー、転院回数、退院回数等とし、最小 2 乗法を行った。最

終入院時期の分析では、被説明変数を最終入院時期とし、説明変数を性別、年齢、個

人の総所得の対数値、傷病大分類ダミー等とし、トービット分析を行った。所得と医

療費の関係をみた分析の結果、以下の 4 点を明らかにした。第 1 に、所得と医療費に

相関がみられない。第 2 に、傷病大分類のうち医療費に影響するものを示した。第 3 

に、入退院を繰り返すほど医療費が増加する傾向にある。第 4 に、最後に受診した医

療機関が一般病院や特定機能病院の場合医療費が高くなる傾向にある。次に、最終入

院時期に関する分析の結果、以下の 3 点を明らかにした。第 1 に、年齢が高いと最終

入院時期が遅くなる傾向にある。第 2 に、傷病大分類のうち最終入院時期に影響する

ものを示した。第 3 に、最後に受診した医療機関が一般病院や地域医療支援病院等で

は、比較的短期間の入院後に死亡する傾向がある。 
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